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1. 計画策定の目的と構成 
 

1-1 計画策定の目的 

本町は留萌振興局の北西部に位置し、人口 2,377 人（令和 5 年 3 月末現在）、総面積 590.8 ㎢を有し、

主要道路は国道 232号が町西側を縦断し、道道 688号名寄遠別線が町西部から町を横断し名寄市まで

をつないでいます。 

本町の人口推移と高齢化の状況は、国勢調査ベースで人口推移が 10 年間で 18.3 ポイント、20 年間

では 31.6ポイント減少、高齢化率は 10年間で 6.7ポイント、20年間で 15.3ポイント増加し、令和 2年調査

では高齢化率が 41.0%となっており、人口減少及び高齢化が進行しています。 

本町の公共交通については、沿岸バス（株）が幌延留萌線、豊富羽幌線、特急はぼろ号を運行してい

るほか、町が運行する地域内フィーダー系統路線として、上遠別線と清川線の 2 路線が路線運行してい

ます。しかしながら、人口減少や高齢化が進行する中で相次ぐバス路線の減便や町の負担額の拡大な

ど、町全体における公共交通の見直しが喫緊の課題となっています。 

これらの背景を踏まえ、関係者で構成する法定協議会を設置し、交通事業者間の調整を行い、持続

可能な公共交通ネットワークを一体的に形成する指針となる「遠別町地域公共交通計画」を策定します。 
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1-2 計画区域 

本計画の対象地域は、遠別町全域とします。 

 
図 1-1 遠別町全町図 

 

1-3 計画の期間 

本計画の期間は、令和 6年度から令和 10 年度までの 5 年間とします。 
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1-4 計画の構成 

計画の構成は、以下の通りです。 

表 1-1 計画の構成 

1.計画策定の目的と構成 
1-1.計画策定の目的 
1-2.計画区域 
1-3.計画の期間 
1-4.計画の構成 
1-5.計画の位置づけ 
1-6.公共交通の位置づけ 

 
2.既往資料による地域の概要 

2-1.地域特性 
2-2.遠別町の公共交通 

 
3.地域公共交通実態調査 

3-1.住民アンケート調査 
3-2．バス乗降調査 

 
4.地域公共交通の課題整理 

 
5.地域公共交通計画の策定 

5-1.基本理念と基本方針 
5-2.定量的な目標の設定 
5-3.目標を達成するために行う公共交通施策及び実施主体の設定 
5-4.計画の推進 
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1-5 計画の位置づけ 

（１） 本計画の位置づけ 
本計画は国の法制度・関連計画や北海道の上位計画を踏まえ、総合計画をはじめとした本町の各計

画と整合を図りながら、本町の公共交通に関するマスタープランとなる遠別町公共交通計画を策定しま

す。 

 

図 1-2 計画の位置づけ  

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 
交通政策基本法 

第２次交通政策基本計画 
 

北海道総合計画(2021 改訂版)-輝きつづける北海道 
北海道新広域道路交通ビジョン・計画 

北海道交通政策総合指針 

北海道留萌管内地域公共交通計画 

遠別町公共交通計画 

令和 6年度 

～令和 10年度 

遠別町の上位・関連計画 

・第 6 期総合計画 

・遠別町過疎地域持続的発展 

 計画 

・第 8 期介護保険事業計画 

・高齢者福祉計画 

即する 

即する 

整合 

整合 

整合 



 

5 

第
１
章 

計
画
策
定
の
目
的
と
構
成 

（２） 国の法律・計画 
ア. 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 

法律番号 平成 19 年 5 月 25 日法律第 59 号 

最新の改正 令和 5 年 6 月 23 日 

目的 
地域旅客運送サービスの持続可能な提供の確保に資するよう地域公共交通の

活性化及び再生のための地域における主体的な取組及び創意工夫を推進し、

個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現に寄与すること 

概要 

1.地域が自らデザインする地域の交通 
●「地域公共交通計画」（マスタープラン）の作成 
○地域公共交通計画（マスタープラン）の作成の努力義務化 
○従来の公共交通サービスに加え、多様な輸送資源の位置付け 
○定量的な目標（利用者数・収支等）の設定、毎年度の評価等 

●地域における協議の促進 

2.地域の移動ニーズにきめ細かく対応できるメニューの充実 
●輸送資源の総動員による移動手段の確保 
○路線バス等の維持が困難と見込まれる段階で、多様な選択肢を検討・協

議し、地域に最適な旅客運送サービスを継続 
○過疎地等で市町村等が行う自家用有償旅客運送の実施の円滑化 
○乗り合いバス等において貨客混載を行い、旅客・貨物運送サービスの生

産性向上を促進 
●既存の公共交通サービスの改善の徹底 
○利用者目線による路線・ダイヤの改善、運賃の設定等を促進 

改正の概要 

＜改正の背景＞ 
今般の法改正により創設・拡充された枠組みを含め、あらゆる政策ツールを

最大限活用し、利便性・生産性・持続可能性の高い地域公共交通への「リ・デザ

イン」（再構築）を加速化 
＜主な内容＞ 
●地域の関係者の連携と協働の促進 
○自治体・公共交通事業者・地域の多様な主体等の「地域の関係者」の「連

携と協働」を追加 
○地域の多様な関係者の「共創」による地域公共交通の「リ・デザイン」の取

組等を支援（共創モデル実証プロジェクト） 
●「エリア一括協定運行事業」の創設 
○地方公共団体が交通事業者と協定を締結し、安定的な交通サービスの

確保を図る「エリア一括協定運行事業」を創設 
●ローカル鉄道の再構築に関する仕組みの創設・拡充 
○ローカル鉄道のあり方を協議する「再構築協議会」の組織要請 

●交通分野におけるＤＸ・ＧＸを推進する「道路運送高度化事業」の拡充 
○キャッシュレス決済、ＥＶバス等の導入等の内容を含む道路運送高度化

実施計画の認定 
●鉄道・タクシーにおける協議運賃制度の創設 
●社会資本整備総合交付金の拡充、新たな基幹事業の追加 
○まちづくりと一体となって行う鉄道・バスの施設整備等について、新た

に社会資本整備総合交付金による支援 
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イ. 交通政策基本法 

法律番号 平成 25 年 11 月 27 日法律第 92 号 

目的 

交通に関する施策について、基本理念やその実現を図るための基本事項を定

めるとともに、国や地方公共団体の責務等を明らかにすることにより、交通安

全対策基本法と相まって、交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、国

民生活の安定向上や国民経済の健全な発展を図ること 

概要 

○交通施策の推進に当たっての基本的認識 
・「交通」が以下を実現する機能を将来にわたって発揮できるように、国民等

の交通に対する基本的な需要が適切に充足されることが重要である。 
①国民の自立した日常生活及び社会生活の確保 
②活発な地域間交流及び国際交流 
③物資の円滑な流通 

○交通の機能の確保及び向上 
・近年の急速な少子高齢化の進展等の社会経済情勢の変化に対応し、「交通」

が、「豊かな国民生活の実現」や「国際競争力の強化」、「地域の活力の向上」

に寄与するとともに、大規模災害にも的確に対応できるようにする。 
○地方公共団体等の責務および関係者の連携・協力 
・「地方公共団体」は、交通に関して、国との適切な役割分担を踏まえて、自然

的・経済的・社会的な諸条件に応じた施策を策定し、実施する責務を有す

る。また、情報提供等により、住民等の基本理念に関する理解を深めて、協

力を得るよう努める。 
・「交通関連事業者及び交通施設管理者」は、その業務を適切に行うよう努

め、国や地方公共団体が実施する交通に関する施策に協力するように努め

る。また、業務を行うに当たって、当該業務に係る正確かつ適切な情報の提

供に努める。 
・国、地方公共団体、交通関連事業者、交通施設管理者、住民等の関係者は、

基本理念の実現に向けて、相互に連携を図りながら協力するよう努める。 
○交通政策基本計画の策定 
・政府は、交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、交通施

策の基本的な方針や目標、施策等を示した「交通政策基本計画」を定めなけ

ればならない。 
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ウ. 第２次交通政策基本計画 

策定 令和 3 年 5 月 

計画期間 令和 3 年度～令和 7 年度 

目的 

我が国が直面する経済社会面の大きな変化に的確に対応し、将来にわたって

国民生活の向上と我が国の発展をしっかりと支えることができる交通体系を

構築していくため、交通政策基本法の規定に従い、基本的な方針、施策の目標、

政府が総合的かつ計画的に行うべき施策等について定めること 

概要 

○今後の交通政策の基本的な方針と目標・施策 
・交通が直面する「危機」を乗り越えるための基本方針として、下記の 3 つを

掲げている。 
基本的方針 A．誰もが、より快適で容易に移動できる、生活に必要不可欠

な交通の維持・確保 
基本的方針 B．我が国の経済成長を支える、高機能で生産性の高い交通ネ

ットワーク・サービスへの強化 
基本的方針 C．災害や疫病、事故など異常時にこそ、安全・安心が徹底的に

確保された、持続可能でクリーンな交通の実現 
・上記の基本的方針における目標と実現のための施策を示しており、地域公

共交通に関しては、特に「基本的方針 A．誰もが、より快適で容易に移動で

きる、生活に必要不可欠な交通の維持・確保」に対して、下記の目標・施策が

示されている。 
目標① 地域が自らデザインする、持続可能で、多様かつ質の高いモビリ 

ティの実現 
施策：地域公共交通の維持確保の取組、新型コロナウイルスの影

響を踏まえた支援、MaaS の全国での実装、多様なニーズに

応えるタクシー運賃等 
目標② まちづくりと連携した地域構造のコンパクト・プラス・ネットワーク

化の推進 
施策：まちづくりと公共交通の連携強化、徒歩・自転車も含めた交

通のベストミックス実現等 
目標④ 観光やビジネスの交流拡大に向けた環境整備 

施策：地域での快適な移動環境整備、移動そのものの観光資源化

等 
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（３） 北海道の計画 
ア. 北海道総合計画(2021 改訂版)-輝きつづける北海道- 

期間 平成 28 年度～令和 7 年度 

主体 北海道 

公共交通に関す

る施策 

・住み慣れた地域で安全・安心・豊かに生活することができるよう、地域交通の

安定的な確保に向けて、国の支援制度を最大限活用しながら、地域の実情に

応じた公共交通ネットワークの構築に取り組む。 
・交通事業者をはじめとする幅広い関係者が相互に連携・協力できる環境を整

えながら、利便性が高くストレスのない公共交通の実現に向けて取り組む。 
イ. 北海道新広域道路交通ビジョン・計画 

期間 令和 3 年度から概ね 20～30 年 

主体 北海道 

公共交通に関す

る施策 

・札幌都心部や圏域中心都市、地方部の市街地における交通結節機能を強化す

る。 
・道の駅等を活用した輸送拠点を構築する。 
・広域的な復旧・復興活動の拠点として、道の駅の防災機能を強化する。 

ウ. 北海道交通政策総合指針 

期間 平成 30 年度～令和 12 年度 

主体 北海道 

公共交通に関す

る施策 

・中心都市と周辺地域は密接な結びつきがあり、生活を支える地域交通が維持

できるよう最適な交通ネットワ

ークの構築に向けた取組を進め

る。 
・地域間幹線系統バスの確保を図

るとともにコミュニティバスやデ

マンド型交通との連携を図るな

ど、生活交通の確保を図る。 
・幹線輸送において路線バスやタ

クシーとの貨客混載など、異業

種間の連携による輸送の効率化

を進める。 
 
 
 
 

図 1-3 北海道型公共交通ネットワークの基本イメージ 
  

取組の
方向性

鉄道や航空機、都市間バスといった高速な移動手段により、相互に補
完しながら、全体として強靱なネットワークを形成

幹

線

交

通

中核都市間等を結ぶ本道の骨格となるネットワーク

【主なモード：鉄道、航空機、都市間バス】
▼本道のさらなる発展を牽引する路線であり、交流人口や経済活動の拡充、国土強靱化
等に資するため、高速性、大量輸送を担う交通ネットワークの継続と、その基盤の充
実を進める。

取組の
方向性

地域の利用実態や今後の見込みなどを見据えて、地域の中核的な都市
との円滑な接続に配慮した利便性の高い持続的なネットワークを形成

広

域

交

通

中核都市や地域中心都市と周辺市町村などを結ぶネットワーク

【主なモード：鉄道、都市間バス、乗合バス、離島航路】
▼観光客の周遊促進や、通学、通院、買物など地域住民が分散する都市機能を享受する
ために必要な移動手段であり、様々な地理的条件なども踏まえながら、利便性や接続
性の向上に取り組むなど、持続的な公共交通の維持・確保や機能強化を進める。

取組の
方向性

地域の将来ビジョンの実現に向けて、地域が主体となり、事業者と住
民などとの協働により、まちづくりと一体的に、最適な公共交通サー
ビスを確保

生
活
圏
交
通

単一市町村・周辺エリアでの日常生活に密接した交通ネットワーク

【主なモード：乗合バス、タクシー、デマンド型交通】※都市部では鉄道含む
▼地域住民の日常生活に必要な移動手段であり、それぞれ地域のまちづくりの形に応じ
て、きめ細かな対応を進める。

幹線交通、広域交通、生活圏交通の３つの階層を基本に、一定の地理的範囲とし
て「道央・道南」、「道北」、「道東」の3つの交通ネットワーク形成圏を設定
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エ. 北海道留萌管内地域公共交通計画 

計画期間 令和 5 年度～令和 9 年度 

将来像 地域に相応しい最適かつ持続可能な公共交通ネットワークの構築 

基本的な方針 

基本方針 A：地域住民や来訪者の広域的な移動を実現する広域交通ネットワー

クの維持・確保 
基本方針 B：広域交通、地域間交通及び生活圏交通相互の接続等の利便性の向

上 
基本方針 C：利用促進や担い手確保による公共交通の持続性の確保 

公共交通に 
関する施策 

7 目標を達成するための施策・事業 
(2)事業計画 
①地域住民や来訪者の広域的な移動を実現する広域交通ネットワークの維

持・確保 
・地域間幹線系統補助、北海道生活交通路線維持対策事業の活用及び市町

村の支援などを含めたバス路線の維持・確保の方針を設定し、継続的に見

直しを行うことにより、広域交通ネットワークの維持・確保を図る。 

②広域交通、地域間交通及び生活圏交通交互の利便性の向上 
・各市町村においてまちづくりと連携を図りながら、広域交通及び地域間

交通と生活圏交通との接続を確保する。 
・各共交通について、必要に応じて接続状況の見直しを行う。 
・調査により、乗り換え環境に係る意見・要望を把握する。 
・調査結果を踏まえ利便性向上の方策を検討し、優先度や効果の高いもの

について、必要に応じ実施。 

③利用促進や担い手確保による公共交通の持続性の確保 
・自家用車利用者で公共交通の利用に関心を持つ方を主な対象に、パーク

＆バスライド※など自家用車と公共交通を連携させた利用について PR す

る。 
・高齢者等へのモビリティマネジメント※を推進する。 
・北海道高齢者運転免許自主返納サポート制度を推する。 
・スマートフォン等で路線バスの運行情報を把握することができる、バスロ

ケーションシステムの導入について検討する。 
・観光資源との連携を図ることや来訪者が交通機関に求めるニーズを把握

し、それに対応した措置を講じる。 
・小中高と連携した企業訪問や就業体験などを通して、交通事業者の就業

環境について積極的に情報発信を行う。 
・ドライバーの安定的な確保を図るため、業務内容の紹介や採用に係る広

報・PR など情報発信を行う。 
  

※パーク＆バスライド･･･駅・バスターミナルなどの駐車場に自家用車を止めてから公共交通機関に乗 

り換えて移動すること。 

※モビリティマネジメント･･･過度な自動車利用から公共交通を適切に利用すること。 
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（４） 町の上位計画 
ア. 第 6 期遠別町総合計画 

計 画 期 間 平成 28 年度～令和 7 年 

基 本 テ ー マ 人のつながりから生まれる笑顔のまちづくり 

基 本 目 標 

1 時代を拓く、えんべつの経済 
2 安心できる、えんべつの街 
3 心を大切にする、えんべつのやさしさ 
4 人を育てる、えんべつの学び 
5 前ヘ進む、えんべつのまちづくり 

公 共 交 通 に 
係 る 施 策 

２．安心できる、えんべつの街 
（３）道路交通の利便性を推進します 

③路線バス及びデマンドバスの運行体制を維持します。 
1)地方バス路線維持対策事業 
2)デマンドバス運行事業 

 

（５） 町の関連計画 
ア. 遠別町過疎地域持続的発展市町村計画 

計 画 期 間 令和 3 年度～令和 8 年度 

基 本 方 針 
基幹産業である第１次産業を核とした地域経済の発展を基本とし、社会状況の

変化により衰退する商業の維持継続を図り、毎日が安全安心で充実した生活が

送れる「持続可能なまち」を目指す 

基 本 目 標 前年度の人口の社会減少率(前年度比 4.1%減)を下回ること及び前年度の合計

特殊出生率(1.0%)を上回ること 

公 共 交 通 に 
係 る 施 策 

５．交通施設の整備、交通手段の確保 
（9）過疎地域過疎地域持続的発展事業 公共交通 
事業内容 
事業①地方路線バス維持対策事業 
施策：地方路線バス維持対策補助金 
事業②デマンドバス運行事業 
施策：デマンドバスの運営及び運行 
 

７．子育て環境の確保、高齢者等の保険及び福祉の向上及び増進 
（3）計画 
交通弱者バス・タクシー助成事業 

・高齢者及び障がい者への助成 
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イ. 第８期遠別町介護保険事業計画・高齢者福祉計画 

計 画 期 間 令和 3 年度～令和 5 年度 

基 本 理 念 「誰もが健やかに、いきいきと暮らすことができる遠別町」 

基 本 目 標 

「生涯生きがいを持ち健康に生活できる町を目指して」 
「住み慣れた地域で最後まで安心して生活できる町を目指して」 
「高齢者の尊厳を支える町を目指して」 
「地域で支え合い、継続的ケアの受けられる町を目指して」 

公 共 交 通 に 
係 る 施 策 

6.高齢者福祉サービス等の実施 
（2）高齢者福祉増進推進対策事業 
①高齢者交通費助成事業 
・バス及びタクシーを必要とする満 70 歳以上の高齢者にその費用の一

部を助成 
・バス乗車券については年間 30 枚を交付、沿岸バス株式会社及び町が

運行する遠別町内の運行バス路線で利用可能 
・タクシー助成券については、年間 10 枚を交付し株式会社北星観光が

運行するタクシーの基本料金部分を助成 
・また、平成 27 年 3 月から、遠別町福祉有償運送等協議会を設置し、高

齢者に限らず障がい者の交通の確保を実施 
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1-6 公共交通の位置づけ 

上位計画である「北海道交通政策総合指針」の「北海道型公共交通ネットワークの基本イメージ」から、

本町における各種交通の位置づけを設定します。 

本計画は「幹線交通」、「広域交通」及び「生活圏交通」のうち、「生活圏交通」についての施策及び「幹

線交通」と「広域交通」の利用促進につなげていく施策について検討します。 

 

図 1-4 公共交通の位置づけ 
 

 
 
 

遠別町地域公共交通計画北海道留萌管内地域公共交通計画

・中核都市の該当なし
・中核都市の機能を補完する地域
　中心都市には留萌市及び羽幌町
　が該当するため、これらと周辺
　地域とのネットワークについて
  は「広域交通」及び「地域間交
  通」として整理

・中核都市(札幌市、旭
  川市)と、地域中心都
  市(留萌市、羽幌町)
  や周辺市町村を結ぶ
  通学・通院・通勤・
  買い物・観光等、多
  様な目的で利用

・地域中心都市(留萌
  市、羽幌町)と周辺市
  町村を結ぶ通学・通
  院・通勤・買い物等、
  地域を越えた生活目
  的のため利用

・各市町村内の各地区と拠点を
  結ぶ交通
・地域内での通学・通院・通勤・
  買い物等、地域住民の日常生活
  に不可欠

中核都市間等を結ぶ本道の骨格
となるネットワーク

単一市町村・周辺エリアでの日常
生活に密接したネットワーク

【該当モード】
（該当なし）

【該当モード】
町営バス上遠別線
町営バス清川線

【該当モード】
特急はぼろ号

中核都市と地域中心都市
や周辺市町村等を結ぶ

ネットワーク

【該当モード】
幌延留萌線
豊富羽幌線

地域中心都市と周辺市町
村等を結ぶネットワーク

幹線交通 生活圏交通広域交通 地域間交通

・本道の発展を牽引する路線
・高速性・大量輸送を担うネット
　ワークの継続と、その基盤の
　充実を進める

・観光客の周遊促進や地域住民が都市機能を
　享受するため必要
・地理的条件等踏まえ、持続的な公共交通の
　維持・確保や機能強化を進める

・地域住民の日常生活に必要
・それぞれの地域のまちづくりの
　形に応じ、きめ細かな対応を
　進める

北海道交通政策総合指針で示される北海道型公共交通ネットワークの基本イメージ

生活圏交通広域交通幹線交通

中核都市間等を結ぶ本道の骨格
となるネットワーク

【鉄道、航空機、都市間バス】

中核都市や地域中心都市と周辺市町村
などを結ぶネットワーク

【鉄道、都市間ﾊﾞｽ、乗合ﾊﾞｽ、離島航路】

単一市町村・周辺エリアでの日常
生活に密接した交通ネットワーク

【乗合バス、タクシー、
ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ型交通】
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2. 既往資料による地域及び公共交通の概要 
 

2-1 地域特性 

 
（１） 位置・地勢 
ア. 位置 
本町は北海道北西部留萌振興局の北部に位置しています。東西およそ 27.5km、南北およそ 51.0km、

総面積 590.8 ㎢を有し、北は天塩町、南は初山別村、羽幌町、東は中川町、幌加内町に接しており、西は

日本海に面する自然豊かなまちです。 

 

図 2-1 位置図 
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イ. 地形・河川 
地形は西に向かってゆるやかな傾斜となっており、その間に遠別川をはじめとした複数の河川が東西

に流れ、日本海に注いでいます。また、南部には天塩山地の主脈であるピッシリ山が位置しており、町の

南部・東部は山地となっています。 

 
資料：基盤地図情報（令和３年）（国土地理院）（https://www.gsi.go.jp/）をもとに作成 

図 2-2 地形・河川  

凡　 例

1,000m

300m
100m

0m

標高値
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ウ. 土地利用情報 
行政区内の大部分は森林が占め、まとまった建物用地は日本海に面する西部の遠別川の北側にあり

ます。また、山間部の遠別川沿いでも水田や農用地が点在しています。 

 
資料：国土地理院「数値地図（国土基本情報）電子国土基本図（地図情報）、電子地形図（タイル）」 

衛星画像（SPOT,RapidEye）をもとに作成 
図 2-3 土地利用の状況  



 

16 

第
２
章 

既
往
資
料
に
よ
る
地
域
及
び
公
共
交
通
の
概
要 

エ. 気象 
過去 30年間の平均気温は 8月で 20.1℃、1月は 5.9℃であり、札幌市と比較すると夏は冷涼で冬は厳

しい寒さとなっています。 

降水量は 7 月から 11月にかけて 100mm以上の平均降水量となっています。 

  
資料：気象庁 

図 2-4 遠別町の過去 30 年間（1991-2020 年）の平均気温 

  
資料：気象庁 

図 2-5 遠別町の過去 30 年間（1991-2020 年）の平均降水量 
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（２） 人口関連 
ア. 人口と高齢化の推移 

人口は平成 2 年の 4,414 人から令和 2 年の 2,520 人にまで減少しており、今後も減少傾向が続くと予

測されています。また、高齢化率は令和 2 年時点で 41.0%となっており、令和 27 年には 53.5%まで上昇

すると予測されています。 

なお、北海道全体の高齢化率との比較では、令和 2 年時点で 9.2 ポイント本町が上回っており、令和

27 年時点では 10.7 ポイント本町が上回ると推計されています。 

 
資料：国勢調査(1980～2020)               

国立社会保障・人口問題研究所(2025～2045) 
図 2-6 総人口及び年齢 3 区分 人口の推移と将来推計 
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イ. 家族構成の推移 
世帯数は、昭和 55年から令和 2年にかけて 1,688世帯から 1,196 世帯に減少しています。 

その中の家族類型として、核家族世帯数が 986 世帯から 647 世帯に減少し、単独世帯数が 182 世帯

から 472世帯に増加しています。 

 
資料：国勢調査 

図 2-7 世帯数の転入出数の推移 

ウ. 転入出の推移 
遠別町への転入出数は、1994 年から 2020 年にかけて転出数が転入数を上回る社会減の状態が続い

ています。 

 
資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 

図 2-8 転入出数の推移  
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エ. 人口密度 
人口密度は市街地で特に高くなっており、100 人/250m メッシュを超える地域が集中しています。また、

全町的に主要道路沿いに人口の多くが分布しています。 

 
資料：令和 2 年国勢調査 

図 2-9 人口メッシュ（250m メッシュ）  
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オ. 老年人口メッシュ 
65歳以上の高齢者は、多くが市街地に集中して居住しています。また、郊外の主要な道路沿いに居住

している方も見受けられます。 

 
※秘匿地域メッシュの近隣地点への合算により、総人口を超過する高齢者メッシュが存在する 

資料：令和 2 年国勢調査 
図 2-10 高齢者メッシュ（250m メッシュ） 
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カ. 年少人口メッシュ 
年少人口は市街地に集中していますが、山間部の道路沿いにも分布しています。 

 
※秘匿地域メッシュの近隣地点への合算により、総人口を超過する年少人口メッシュが存在する 

図 2-11 年少人口メッシュ（250m メッシュ） 
  

凡　 例
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（３） 近隣市町村間の移動状況 
ア. 通勤の状況 

本町在住の全就業者数 1,371 人のうち、1,297 人は町内、74 人は町外へ就業しています。また、本町で

就業している全就業者数 1,367 人のうち、70 人は町外からの就業者となっています。 

町外への就業及び町外からの就業はともに天塩町との移動が最も多く見られます。 

 
※町外から本町への通勤、町内から他市町村への通勤の両方が 1 人以下のものは非表示 

資料：令和２年国勢調査 
図 2-12 近隣市町村間の通勤の状況 

  

町内からの

通勤者の従業場所

就業場所 人数

天塩町 42

羽幌町 8

初山別村 8

幌延町 6

留萌市 3

豊富町 3

町外からの

通勤者の常住場所

常住場所 人数

天塩町 19

羽幌町 12

留萌市 9

初山別村 9

札幌市 6

苫前町 3

旭川市 2

稚内市 2

名寄市 2

幌延町 2
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イ. 通学の状況 
本町在住の全通学者数 85 人のうち、52 人は町内の学校、33 人が町外の学校に通学しています。また、

町内の学校に通学する全通学者 78人のうち、26 人は町外から通学しています。 

町外への通学は天塩町、町外からの通学は羽幌町が最も多くなっています。 

 
※通学者は 15 歳以上を集計 

※町外から本町への通学、町内から他市町村への通学の両方が 1 人以下のものは非表示 
資料：令和２年国勢調査 

図 2-13 近隣市町村間の通学の状況 
  

町内からの

通学者の通学場所

通学場所 人数

天塩町 31

羽幌町 1

旭川市 1

町外からの

通学者の常住場所

常住場所 人数

羽幌町 6

苫前町 3

初山別村 3

天塩町 3

札幌市 3

稚内市 2

砂川市 1

北広島市 1

和寒町 1

中川町 1

猿払村 1

枝幸町 1
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（４） 産業 
北海道全体と比較すると、第１次産業（農林水産業）の就業者の割合が高く、第１次産業の中でも漁業

就業者の割合が北海道全体と比較して約 2倍となっています。漁業では、出荷額 5.4億円のうち、ほたて

貝が 78.5％を占めており、ほたての稚貝養殖業が盛んなまちです。 

 

    
資料：令和２年国勢調査 

図 2-14 産業別就業者数 

    
資料：令和２年国勢調査 

図 2-15 第１次産業就業者数の内訳 

    
資料：令和２年国勢調査 

図 2-16 第２次産業就業者数の内訳  

6.8%
(156,298人)

31.2%
(431人)

17%
(387,947人)

16.4%
(226人)

76.2%
(1,738,586人)

52.5%
(725人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道

遠別町

第1次産業 第2次産業 第3次産業

78.4%
(122,523人)

57.1%
(246人)

4.1%
(6,448人)

6.5%
(28人)

17.5%
(27,327人)

36.4%
(157人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道

遠別町

農業 林業 漁業

0.4%
(1,598人)

7.1%
(16人)

51.6%
(200,263人)

71.2%
(161人)

48%
(186,086人)

21.7%
(49人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道

遠別町

鉱業，採石業，砂利採取業 建設業 製造業
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資料：令和２年国勢調査 
図 2-17 第３次産業就業者数の内訳 

  
資料：北海道水産林務部 北海道水産現勢 

図 2-18 遠別町の水産業出荷額 
  

0.8%
(13,236人)

0.6%
(4人)

2.6%
(45,245人)

7.4%
(128,748人)

6.3%
(46人)

21.4%
(371,504人)

15.4%
(112人)

2.5%
(43,868人)

1.1%
(8人)

2.7%
(46,254人)

0.6%
(4人)

3.8%
(66,052人)

1.8%
(13人)

8%
(139,039人)

10.9%
(79人)

4.7%
(82,263人)

4.7%
(34人)

6.4%
(110,816人)

9.2%
(67人)

20.3%
(352,247人)

17.1%
(124人)

1.8%
(30,484人)

7.6%
(55人)

10.5%
(182,325人)

12.8%
(93人)

7.3%
(126,505人)

11.9%
(86人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道

遠別町

電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業
運輸業，郵便業 卸売業，小売業
金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業
学術研究，専門・技術サービス業 宿泊業，飲食サービス業
生活関連サービス業，娯楽業 教育，学習支援業
医療，福祉 複合サービス事業
その他サービス業 公務

ほたて貝
78.5%

みずだこ 11.3%

さけ 6.7%

ほっき貝（うばがい）
2.6%

その他 1.0%

水産業出荷額
5.4億円
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（５） 公共・公益施設等 
公共・公益施設の分布は役場や病院、商店などの生活機能施設のほぼすべてが市街地に集中してお

り、郊外では会館等が点在しています。また、郊外には旭温泉や金浦原生花園など、観光施設も点在し

ています。 

 
図 2-19 公共・公益施設の分布（広域）  
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図 2-20 公共・公益機能施設の分布（市街地拡大）  


